
平成21年全国消費実態調査の単身世帯モニター調査の導入について

若年単身の面接困難
　昼間不在世帯の増加

　オートロックマンションの普及

地方公共団体、
調査員の負担増加

民間調査機関に委託
○民間調査機関のモニターの保有状況　(若中年=多、高齢者=少)
○全国展開の場合のモニター数　約1600程度
○一般単位区、寮・寄宿舎単位区を問わず、全国から選定
　　　　都道府県別には、性別×市部・郡部の区分
　　　　地方別には、性別×年齢階級で割り当てる      　(別紙参照)

○参考系列として公表
○都市階級別年齢階級別結果表を新たに表章
○行政の統計ニーズに対応

○寮・寄宿舎含む全国の単身世帯全体に復元
○年齢階級別結果表は、高齢のみ表章

　◎調査員調査
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○寮・寄宿舎単位区　600世帯減

○年齢階級別結果表は、若年、中年別のみ表章モニター調査の結果

調査員調査の結果

両調査の結果統合

寮・寄宿舎の減少
H12　　　⇒　　　H17
　40万　　 →   38万世帯

標本分布の偏り

寮・寄宿舎調査を廃止

年 齢 階 級 別 割 合  ( % )

母 集 団 標 本

若 年 1 9 . 7 1 8 . 4

中 年 4 3 . 4 2 8 . 6

高 齢 3 6 . 8 5 3 . 0

◎単身モニター調査

○寮・寄宿舎世帯の割合は、
　　17年国勢調査では2.9％　　16年全消では12.0％
　　(若年単身世帯確保のため)
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平成21年全国消費実態調査 モニター調査世帯の選定方法 

 

 

単身世帯のうち、モニター方式で調査を行う約1,600世帯については、以下の方法で

調査世帯を選定する。 

 

１ モニター対象条件 

全国のすべての単身世帯のうち、60歳未満の世帯。 

調査対象から除外する世帯の条件は、単位区を用いた調査員調査を行う単身世帯と

同条件とする。 

 

２ モニターの配分 

調査世帯数約1,600世帯を次の区分における平成17年国勢調査結果による単身世帯

数比率に応じて割り当てる（クォータサンプル）。 

 

(1) 男女×地域１ 

(2) 男女×年齢×地域２ 

 

男 女：２区分（男、女） 

年 齢：４区分（30歳未満、40歳未満、50歳未満、60歳未満） 

地域１：94区分（47都道府県×市部・郡部） 

地域２：10区分（下記地方区分） 

北海道地方：北海道 
東北地方：青森県，岩手県，宮城県，秋田県，山形県，福島県 
関東地方：茨城県，栃木県，群馬県，埼玉県，千葉県，東京都， 

神奈川県，山梨県，長野県 
北陸地方：新潟県，富山県，石川県，福井県 
東海地方：岐阜県，静岡県，愛知県，三重県 
近畿地方：滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，和歌山県 
中国地方：鳥取県，島根県，岡山県，広島県，山口県 
四国地方：徳島県，香川県，愛媛県，高知県 
九州地方：福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，大分県，宮崎県， 

鹿児島県 
沖縄地方：沖縄県 

 
３ モニターの募集方法 

  上記２の区分のモニターを確保するため、以下の方法でモニターを募集する。 

(1) 調査受託会社の登録モニターから選定依頼 

(2) 調査受託会社の調査員・社員の知り合い等へ依頼 

(3) 調査受託会社の調査員による個別訪問（住民基本台帳等を利用） 
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